
第73期事業報告書

　利益剰余金

（資産の部） （負債の部）

　流動資産 5,069,354 　流動負債 6,638,374

株式会社鈴木商会

単位：千円

貸　借　対　照　表

(令和7年8月31日）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

　固定資産 8,538,020 （純資産の部）

　有形固定資産 7,738,781 　資本金 98,000

　固定負債 4,713,796

　負債合計 11,352,171

　繰越利益剰余金 1,896,111

　評価・換算差額 62,588

　無形固定資産 105,226 　資本剰余金 233,000

　投資その他の資産 694,013 1,861,615

単位：千円

損　益　計　算　書

（令和7年8月31日）

科　　目 金　　額

（経常損益の部）

　繰延資産 　純資産合計 2,255,203

　資産合計 13,607,374 　負債・純資産合計 13,607,374

販売費及び一般管理費 3,316,225

　営業利益 -441,734

  売上高 24,191,597

　売上原価 21,317,107

　営業外経費 206,094

　経常利益 -394,179

（営業外損益の部）

　営業外収入 253,650

　特別損失 379,150

　税引前当期純利益 -712,913

（特別損益の部）

　特別利益 60,416

この事業報告書は、原本と相違ありません。

北海道札幌市中央区北四条西四丁目１番地

株式会社鈴木商会 代表取締役　駒谷　　僚

　法人税等合計 -152,043

　当期純利益 -560,870
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別途積立金 圧縮積立金 繰越利益剰余金

98,000 233,000 0 233,000 57,750 300,000 177,190 1,904,094 2,439,035 39,744 39,744

-16,550 -16,550 

-560,870 -560,870 

-8,566 8,566

22,843 22,843

-8,566 -568,854 -577,420 22,843 22,843

98,000 233,000 0 233,000 57,750 300,000 168,624 1,335,240 1,861,615 62,587 62,587

１,　資産の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式・・・・総平均法による原価法

その他有価証券

市場価値のあるもの・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全額純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価値のないもの・・・・総平均法による原価法

デリバティブの創価基準・・・・時価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法　

商品及び製品、原材料、貯蔵品・・・・（総平均法による原価法（貸借対照表価格については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２，固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）・・・・定額法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建　　物 ２～48年

　　機械装置 ２～17年

無形固定資産（リース資産を除く）・・・・定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価値を零とする定額法を採用しております。

３，引当金の計上基準

　（１）貸倒引当金・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実積率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

　　　　　　　　　　　　　個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　（２）賞与引当金・・・・従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

　（３）退職給付引当金・・・・従業員の対象給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下の通りです。

　　　　　　　　　　　　　　　①退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により

　　　　　　　　　　　　　　　　按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。

４，その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の処理方法・・・・税抜方式によっております。

５,　有形固定資産の減価償却費　　　　  9,937,549 千円

単位：千円

株主資本等変動計算書
（令和7年8月31日）

株　　主　　資　　本

資本金合計

資本金剰余金 利益剰余金

株主資本合計

評価・換算差額等

純資産合計
資本準備金 その他資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

その他剰余金
利益剰余金計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

前期末残高 2,770,035 2,809,779

当期変動額

剰余金の配当 -16,550 -16,550 

当期純利益 -560,870 -560,870 

圧縮積立金の積立

圧縮積立金の取崩

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

22,843

自己株式取得

自己株式の処分

事業年度中の変動額合計 -577,420 22,843

令和7年8月31日残高 2,192,615 2,255,203

個　別　注　記
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※千円単位で計上

a, 過去３ヵ年のうち任意の１年の自己資本比率が１０％以上

　 自己資本比率（％）＝（自己資本÷総資産）×１００

第73期　2,255,203÷13,607,374×100=16.57%

第72期　2,809,779÷13,896,285×100=20.22%

第71期　2,326,153÷13,768,115×100=16.89%

ｂ,過去３ヵ年の経常損益の合計額に、過去３ヵ年の減価償却額の合計額を加えて得た額が０円以上

過去３ヵ年の経常損益合計額

314,665 + 548,932 + ▲394,179 = 469,418 千円        ･･･Ａ

過去３ヵ年の減価償却額の合計額

821,249 + 900,314 + 900,058= 2,621,621千円        ･･･Ｂ

Ａ＋Ｂ＝　3,091,039　千円

ｃ,国税、都道府県税、市町村税、社会保険料、労災・雇用保険料の納付額に未納はありません。

財務体質の健全性


